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中京都市圏の経済効果発現に寄与

出典:三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社

出典:三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「政策研究レポート(2018.3.6、2017.8.22)」

 名古屋環状２号線の開通による経済効果は沿線・非沿線エリア1）に広がっている。

 名古屋環状２号線の全線開通により、約80年間で約10兆2千億円2）の経済効果が見込まれ、中京都市圏の地域経済の発展
を促進。

名古屋環状２号線の整備による経済効果

中京都市圏への経済効果

【西南エリア】
名古屋港と結節、沿線開発の進展
開通効果の早期発現が重要!

※名古屋環状２号線の開通延⾧は名二環、伊勢湾岸自動車道、国道302号の合計値

【西北エリア】
早期から経済効果が発現
都市圏の成⾧を牽引

上社JCT

【東北エリア】
東名高速道路との接続で
都市圏の成⾧を牽引

N

植田IC

【東南エリア】
名二環（東南部）などの開通で
大きな経済効果を受ける

飛島JCT

名古屋環状２号線

東名高速道路
名古屋ICに接続

至 名古屋港

1）沿線エリア:名古屋市（北区、西区、中川区、港区、守山区、緑区、名東区、天白区）、春日井市、東海市、大府市、清須市、あま市、大治町、飛島村
非沿線エリア:愛知県（上記の市区町村以外）、岐阜県南部、三重県北勢地域

2）応用都市経済モデルを用いた試算で、設定条件に基づき1988年から2069年の82年間に中京都市圏にもたらされる現在価値化された便益の累積額。
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経済効果の累積額（億円）
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